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1. はじめに
日本では，外国人労働者の数が年々増えている [1]．し
かし，日本で就職した外国人労働者の離職率が高いとい
う問題がある．その原因として，日本人と外国人労働者
の国民性の違いが挙げられる．本研究では，とくに日本
の IT企業に多く就労するベトナム人に焦点をあて，彼ら
と日本人での国民性の違いを反映させたナッジと，3種
類の従事度を考える．対象者に国民性の違いを反映させ
たナッジを与る。そのナッジによる行動特性の変化を 3

種類の従事度で評価することで，適切なナッジを選出す
る手法を提案する．本手法を用いることで，適切なナッ
ジを用いて対象者の意欲と自己制御を向上させることが
できる.

2. 国民性の理解齟齬による離職
2.1 ベトナム人労働者の離職
2020 年の外国人雇用状況 [1] によると，日本におけ
る外国人労働者はベトナム人が最も多い．そのうち，約
1.1%のベトナム人労働者が情報通信業に従事しており，
国籍別では 4番目に多い [2]．2006年の外国人雇用状況
報告 [3]によると，直接雇用の外国人労働者の離職率は，
情報通信業において 20.1%である．同年の日本における
情報通信業全体の離職率が 13.3%であることから，外国
人労働者の離職率は高い傾向にあることが分かる [4]．
本研究では，情報通信業に従事するベトナム人労働者
を対象とする．ベトナム人より日本人に多い離職理由と
して，職場の人間関係が好ましくなかったことや，会社
の将来が不安だったことが挙げられた [5]．一方，日本
人よりベトナム人に多い離職理由として，仕事の内容に
興味を持てなかったことや，労働時間や休日などの条件
が悪かったことが挙げられた．このことから，日本人と
ベトナム人の間で，労働観に違いがあることが，ベトナ
ム人労働者の高い離職率の原因だと考えられる．ベトナ
ム人の行動変容を促すには，国民性の違いを反映させた
ナッジを与えることが，効果的であると考えられる．
2.2 国民性の違い
多湖 [6]は，日本人は家族行事より仕事を優先する傾
向にあるのに対し，ベトナム人は仕事より家族行事を優
先する傾向にあることを示した．また，日本人は友人や
恋人と余暇を過ごす傾向にあるのに対し，ベトナム人は
家族，特に両親と過ごす時間を大切にする傾向にある．
そのため，休日に帰省するベトナム人も多い．
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業務態度について，日本人は一人が業務全般をこなす
のに対し，ベトナム人は自ら率先して仕事をせず，個々
の仕事を明確化する傾向にある．また，ベトナム人は，
日本人と比較して時間に正確なことから，作業が途中で
も終業時刻には帰宅する傾向にある [6]．
多くのベトナム人は労働を収入得る手段として考えて
おり，家族を養う目的で働く人が大半である．そのため，
賃金が少しでも高ければすぐに転職する傾向がある．ま
た，日本人のように働くことを生きがいだと考えるベト
ナム人は少ない．さらに，ベトナムでは家族を大切にす
る会社が良い会社というイメージが浸透している．この
ことから，ベトナム人労働者を業務に深く関わらせるに
は，家族への配慮が大切である [6]．
2.3 ナッジ
ナッジとは，ヒトが望ましい行動を取ることができる
ように後押しするための刺激である．刺激とは，メッセー
ジなど言語的な手段を指す．ナッジの特徴として，選択
肢を禁じたり，経済的インセンティブを与えることなく，
ヒトの行動を予測可能な形で変えることができる点が挙
げられる [7]．
ナッジの具体例として，エレベータの混雑緩和がある

[8]．ある大学では，エレベータの混雑を緩和するため，
「3階まで，階段なら 48秒，エレベータなら 1分 33秒」
という内容のポスターを掲示した．その結果，3階まで
のエレベータ利用者数は減少し，混雑緩和につながった．
このように，ナッジは，行動を禁じることなく，新たな
情報を提示し，選択の自由を残しつつ，ヒトの行動を変
化させることができる．

3. 従事度向上のためのナッジ
本研究では，対象者に国民性の違いを反映させたナッ
ジを与える．ナッジによる行動特性の変化を 3種類の従
事度で評価し，適切なナッジを選出する手法を提案する．
本手法の全体図を図 1に示す．

図 1: 手法概要図
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3.1 従事度
従事度とは，パフォーマンスを規定する動機づけ概念
であり，職務上の遂行プロセスにおいて，行動的，認知
的，感情的に自身を駆使して表現している状態と定義さ
れる [9]．従事度は，行動的従事度，感情的従事度，認
知的従事度の 3つの要素から構成される [10]．本研究で
は，企業における技術の習得は学習の一環であるとみな
す．本研究は，従事度を学習における取り組みとし，行
動的，感情的，認知的の３つの側面に焦点をあてる．
行動的従事度は，授業などの特定の具体的な学習場面
や学習課題における関与，努力や持続性，忍耐を含む概
念である [10]．感情的従事度は，興味，退屈，不安，楽
しさといった学習者の感情的な反応に関する概念である
[10]．認知的従事度は，学習にどう取り組むかを考える
作業，洗練された深い学習方略の使用や，自己調整方略
の使用といった認知的な参加における概念である [11]．
3.2 状態ごとに異なるナッジ
本研究では，ヒトはある同じナッジを受け取っても，
その状態に応じて行動特性が変化するものと仮定する．
また，対象者の行動特性を対象者の身体に装着した加速
度センサ，Contextual-Inquery 法によるインタビュー，
e-learningサイトの学習ログなどから取得したデータと
する．本研究では，状態は対象者の意欲と自己制御によっ
て表すことができると考える．対象者の意欲と自己制御
は Pintrich,Paul R[12]のMSLQ のアンケート項目によ
り取得し，その結果を多次元ベクトルで表現する．意欲
は内発的な要因，外発的な要因，仕事価値，自己効力感
から構成され，自己制御は精緻化，時間的・学習的環境，
努力制御，援助要請から構成される [12]．
本研究では，推定された状態に対して有効なナッジを
確認する．また，ナッジは状態ごとに異なるものや，国
民性による価値観の違いを反映させたものをあらかじめ
作成する．
3.3 有効なナッジの推定
対象者から取得したデータは，行動的従事度，感情的
従事度，認知的従事度によって評価する．ナッジの有効
性は，ナッジを与える前後の 3つの従事度の変化によっ
て評価する．ナッジを与えた後に，従事度が向上すれば，
そのナッジは有効であるといえる．
3.4 ナッジへの反応からの状態空間モデルの推定
状態空間モデルを用いて，状態遷移確率の変化を確認
する．状態空間モデルは対象者ごとに作成する．対象者
の内部状態を状態モデル，従事度を観測モデルとし，状
態空間モデルを作成する．ナッジを与える前後の状態空
間モデルを比較し，状態遷移確率の変化を確認する．望
ましい状態への状態遷移確率が上昇していれば，ナッジ
が対象者の学習に良い影響を与えたことになる．

4. おわりに
本研究では，対象者に国民性の違いを反映させたナッ
ジを与え，ナッジによる行動特性の変化を 3種類の従事
度で評価することで，適切なナッジを選出する手法を提
案した．本手法は，適切なナッジを用いて対象者の意欲
と自己制御を向上させることに役立つと考えられる.今
後は，本手法の有効性を実験により検証する．
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